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要旨
本稿では、経済発展によるエネルギー需要増加が顕著なアジア途上国を対象に、各国のエ
ネルギー価格制度の現状と課題について整理する。途上国にとって、産業、生活の基盤とな
るエネルギー価格を、国民の購買力に見合う安価な水準に維持することは、重要な政策課題
である。安価な国内価格を維持するために、多くの途上国においては、エネルギー（化石燃
料）補助金が支出されてきた。多くの国では、2000年代後半に始まった化石燃料の国際価格
の高騰によって、国内の規制価格との格差が広がり、それを補てんするための財政負担が急
増している。
制度改革の必要性は認識されているものの、タイ、インドネシアなど国内の反発を恐れ
て、化石燃料補助金削減などの価格制度改革が、停滞している国も少なくない。その一方
で、中国など、国際価格が低下するタイミングで価格制度改革を進め、成果をあげている国
もある。日本でも、石油危機時に石油製品価格の凍結といった強硬措置がとられたが、一時
的なもので、永続することはなかった。各国の実状にあった制度改革が求められている。
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1．はじめに
途上国にとって、経済成長を支え、産業、生活の基盤となるエネルギーの価格を、国民の
購買力に見合う安価な水準に維持することは、重要な政策課題の一つである。この安価な国
内価格を維持するために、多くの途上国においては、エネルギー（化石燃料）補助金が支出
されてきた。ところが、2000年代以降の国際エネルギー価格の高騰によって、国際価格と国
内価格との格差は拡大している。高い国際価格で輸入した化石燃料を、安価な国内価格で販
売することによって生じる逆ザヤは、最終的には政府による財政補てんで吸収されることか
ら、途上国の財政負担は脹れあがっている。2011年時点での財政支出に占める、エネルギー
補助金支出は、インドネシアでは約2割に達する。
財政負担縮小のためには、省エネによって、補助金の対象となる「量」を減らすことと、
国内エネルギー価格の引き上げによって国内外の「価格」差を縮小することの両面から考え
る必要がある。ところが、国内エネルギー価格が低く抑えられていることは、同時に価格に
よる省エネルギーへのインセンティブを弱めることから、「価格」と「量」の両面からエネ
ルギー補助金支出の増加を招くことになる。そこで本稿では、日本を含むアジア諸国（韓
国、台湾、中国、インドネシア、インド、タイ）の7か国を対象に、エネルギー価格制度改
革に焦点をあて、その動向と課題について整理していきたい。
2．途上国の国内エネルギー価格の動向
以下では、エネルギー最終消費者が直面する、税、補助金込の末端価格を、単にエネルギ
ー価格と呼ぶ。エネルギー価格に影響を与えるのは、例えば石油製品では、原料となる原油
の井戸元（生産）価格、（国際）輸送コスト、精製コスト、国内流通・販売コスト、各種の
税および補助金（控除項目）などである。
GIZ1［2013］によれば、2012-2013年の自動車用燃料の国際間でみた価格の幅は、軽油1ℓ
あたり、ヴェネズエラの1.1セントからノルウェイの235ドル、ガソリン1ℓあたりヴェネズ
エラの2.3ドルからトルコの254ドルまでと、大きな開きがある。
図1は、GIZ ［2013］ より、2012/13年時点での税・補助金込みの軽油価格を主要国につい
て比較したものである。原油は、国際取引規模が最大の商品であることから、国際間の裁定
が働きやすい。この原油を原料とした石油製品の価格で見られる大きな国際間の価格差は、
主には各国の税、補助金の格差によってもたらされていると考えられる。このうち米国は、
州によって異なるものの、自動車燃料に対する税、補助金が概ねゼロとみなすことができる
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ことから、簡易的に米国の価格水準を、税・補助金抜きの参照価格とすることができる。従
って米国の価格よりも安価な場合には、ネットの消費者補助金が支給されていることを意味
する。逆に、米国の価格よりも高価な場合には、ネットの税が課されていることを意味する。
図1から、ヴェネズエラ、サウジアラビアなど産油国の一部では、9割を超える補助金の存
在が示唆される。これに対して、ノルウェイ、イギリスなど欧州先進国を中心に、ネットで
100％前後の課税となっていることが確認できる。図1のうち、アジア途上国についてみてみ
ると、インドネシア、マレーシア、インド、タイ、フィリピンでは、米国の価格よりも安価
であることから何らかの消費者補助金の存在が示唆される。
エネルギー価格の国際比較で最も参照される統計は、IEA（International Energy 
Agency：国際エネルギー機関）のEnergy Prices and Taxesである。図2、3は、日米およ
びIEAのEnergy Prices and Taxesに収録される東アジア諸国について、家庭、産業用のエ
ネルギー源別国内価格の推移を比較したものである。このうち、図2は、石油製品のうち、
重油、LPG、自動車用の軽油、軽油（暖房用）2に関する比較結果である。主要用途が家庭ま
たは産業用に限られるもの以外は、家庭用、産業用のそれぞれについて比較している。
まず、産業用の価格水準は、家庭用に対して平均的には低い傾向にある。産業用では、エ
ネルギー関連インフラが大規模集約化していることで流通コストが低く抑えられるためであ
る。また、産業用では、家庭用に比べて国間の価格差は小さく、各国間でほぼ連動して推移
していることもわかる。特に産業用の重油価格の価格差は小さい。家庭用に比べて消費者補
助金の比率が小さく価格自由化が進んでいること、税率には産業の国際競争への配慮が働き
やすいことを反映している。これに対して、家庭用のLPG価格をみると、タイ、インドの価
格は、日本、韓国の価格の約3分の1にとどまっている。
ここで簡易的に、米国の価格を、税・補助金がない場合の参照価格と考えると、家庭用の
自動車用軽油ではインドネシア、家庭用の軽油ではインド、インドネシアで、参照価格を大
きく下回っており何らかの消費者補助金の存在が示唆される。
図3は、石油製品以外のエネルギーとして、家庭用・産業用の天然ガス、電力、産業用の
図1　各国の自動車用軽油価格（2012-13年）
出所：GIZ ［2013］より作成
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燃料炭についての国内価格の推移をみたものである。石油製品以外のエネルギーでは、税・
補助金を含まない国際間で共通の参照価格を設定することは難しい。例えば天然ガスでは、
パイプラインガスとLNGの違いがあるほか、電力では、電源構成によって発電コストは大
きく異なる。また、石炭では、品質の違いが価格に大きく影響する。このため、国際比較に
は注意を要する。まず天然ガスについてみてみると、家庭用では、ともにLNGが原料であ
るはずの日本、韓国、台湾で比べると、日本では、韓国、台湾に比べて2013年時点で約2倍
の水準にあることが確認できる。
一方の産業用では、これら3か国の価格水準はほぼ似通っている。流通コストを考えると、
家庭用は産業用に比べて配管が長く複雑なため、熱量あたりでは割高になる。日本では、2
倍程度割高になっているのに対し、韓国、台湾では熱量あたりの価格差はほとんどないこと
から、産業用需要家から家庭への内部相互補助が存在する可能性がある。
次に電力についてみてみたい。同じく家庭用は産業用に比べて配電費用がかさむため、一
般に産業用価格よりも高くなる。産業用では、日本を除くアジア各国の価格水準は、ほぼ米
国並みである。これに対して家庭用では、ここで取り上げた日本以外のアジア諸国のすべて
図2　日米および東アジア諸国の石油製品価格の推移
出所：IEA, Energy Prices and Taxesデータより作成
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で、米国の価格水準を下回っている。インド、インドネシアに加え、韓国の電力価格も家庭
用では低めに抑えられていることがわかる。最後に産業用の燃料炭価格を比較している。石
炭は、その多くが国内向けに生産されており、国内のエネルギー需給環境の影響を受けやす
い。また、同一国内であっても、石炭の品位によって価格は大きく異なることから、他のエ
ネルギー源とは異なる推移が観察される。
3．エネルギー価格制度改革の動向
本節では、各国のエネルギー価格制度の変遷、エネルギー補助金の現状について整理す
る。
3.1　タイ
本項では、IISD（International Institution for Sustainable Development） ［2013］を中心
にタイにおけるエネルギー価格制度改革について整理したい。タイにおける消費サイドへの
エネルギー補助金の対象は、LPG、NGV（自動車用の天然ガス）、軽油、電力およびバイオ
図3　日米および東アジア諸国の天然ガス・電力・石炭価格の推移
出所：IEA, Energy Prices and Taxesデータより作成
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燃料（エタノール混合ガソリン）の5種で
ある。LPGとNGVは、生産コストよりも
安価な価格で販売されている。軽油は上限
価格を設定し税の減免で調整している。電
力価格は発電コスト以下で、貧困家庭向け
は半額あるいは無料である。
IISDが2011、2012年の資料から推計した補助金の総額は、LPGで573億バーツ、NGVで
128億バーツ、軽油に108億バーツ、電力に166億バーツなど合計1,950億バーツで、GDPの約
2％弱に相当する。
タイでは、1970年代、エネルギー資源の約9割を輸入に頼っていたため、石油危機は経済
に大きな打撃を与えた。輸入価格変動による国内経済への影響を緩和するために、1979年
に、石油基金（Oil fund）が創設された。これは石油製品からの税収を基金として、価格高
騰時に消費者補助金として活用するというものである。この石油基金を用いて1979年から
1990年まで、石油製品の小売価格は政府によって固定された。
1991年のイラク戦争後の原油価格下落を契機に、政府は石油製品価格の自由化に踏み切っ
た。その主な内容は、国内石油市場への競争導入、製品輸入の自由化、石油精製設備増強の
承認、国際市場との価格連動性の向上、国内石油製品価格体系の整備、国内SSに対する規
制緩和などである。しかしながら、この自由化でも、完全に補助金を撤廃することはできず、
その後も政府は石油基金を用いてたびたび市場に介入した。特に、価格急騰時の消費者保
護、政治・経済上の重要部門の優遇、国内エネルギー資源の優遇、省エネ奨励などに石油基
金は用いられた。
エネルギー補助金、及び課税水準は、CEPA（Committee on Energy Policy Administration）
が決定しており、国際市場動向などを考慮して毎週見直されている。国際価格の急騰時に、
税の減免だけでは調整できない場合には、課税から補助金（マイナスの課税）に転換するな
ど年次で見ても大きく変動している。石油基金は、理論的には中立なものであるが、2000年
以降に起こっているのは、石油価格の変動（スパイク）というより、底値の恒常的な上昇で
あるため、石油基金だけでは対応できず、政府からの資金が注入されている状況である。
市場価格と極端に異なる価格を維持することから生じる、補助金制度の歪みも指摘されて
いる。家庭の調理用燃料として補助を受けているはずのLPGが、産業用として使用されてい
たり、輸出されたりするケースが報告されている。また、石油価格高騰による補助金財政の
負担も増していることから、政府は、家庭用のLPG価格引き上げを検討している。2008年以
降据え置かれていたLPG価格については、2011年に産業用、自動車用の価格をkgあたり
18.13バーツから30.13バーツへと大幅に引き上げる決定をしている。これによって打撃を受
ける弱者救済策が課題となっている。
表１　タイのエネルギー価格制度改革の年表
出所：IISD（2013）より作成
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天然ガス車が導入された2002年時
点では、天然ガスは自給できてお
り、石油輸入の軽減策として奨励さ
れたが、その後需要急増で、天然ガ
スの自給率は25％にとどまってい
る。NGV価格の引き上げが検討さ
れているもののなかなか実現してい
ない。軽油については、税の減免措
置という形の消費者保護が続いてお
り、税・補助金込で1ℓあたり30バ
ーツの価格が維持されている。
電気料金は、2008年に緊急的措置として貧困層に対しては無料化されたが、2011年にこれ
が恒久化された。電気料金のうち燃料費部分に関しては、自動的にその変動をカバーできる
制度にはなっておらず、認可が必要になるため、燃料費上昇分を完全には価格に転嫁できて
いない。褐炭などの燃料コストを完全に把握することは困難であるため、電力の消費者補助
金を正確に推計することは難しいが、IEAによれば2011年の同補助金総額は57.6億ドル
（1,730億バーツ）と推計されている3
電力への補助金は、貧困層に対象を限定しているのに対し、LPG、NGV、軽油への補助
金は使用量に応じて変化せず一律である。貧困層がこの補助金の恩恵をうけていることは確
かであるが、より多く使うほど多くの恩恵を受けることになるため効率性、公平性の点で課
題がある。安価な燃料価格は、国内需要の増加から、輸入増加をもたらす。かつては自給可
能であったLPGも輸入国に転じた。また、国内価格が低く抑えられていることから、エネル
ギー供給部門への投資インセンティブ低下も問題である。
3.2　インドネシア
本項では、IISD ［2012a］, Mourougane　 ［2010］を中心にインドネシアにおけるエネル
ギー価格制度改革について整理する。
インドネシアでは、1967年に燃料価格への補助金が始まったが、1980年代にかけては、国
内の石油産出量は十分であったため、財政上も持続可能な範囲であった。しかし、石油の純
輸入国となったことから、近年の国際燃料価格の高騰によって、2012年の化石燃料への補助
金額は137兆ルピー、電力への補助金額は65兆ルピーで、財政支出に占める割合は19％にも
なる。以下、燃料種別に動向を整理する。
ガソリン、軽油では、民間・外資企業のハイスペックのガソリンが2012年で1ℓあたり
9,200~9,550ルピーで市場価格に応じて変動するのに対し、国営石油会社の供給するブラン
表2　インドネシアのエネルギー価格制度改革の年表
出 所：IISD（2012a），Mourougane（2010） よ
り作成
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ド品は2009年以降4,500ルピーに固定されている。灯油は主に家庭の調理、照明用に使われ
ており、価格は市場価格以下に設定されている。灯油への補助金負担が大きいため、インド
ネシア政府は、2007年から灯油からLPGへの転換を促進している。LPGタンクと調理器具を
無料で配布し、燃料となるLPG価格は補助金分（0.32ドル／kg）だけ安価に供給されている。
電気料金は、産業用も含め全ての部門の料金を政府が決定している。石炭については、国内
炭の生産者保護、産業・発電用の量の確保、国内価格の安定を図るよう、指標価格
（Indonesian Coal Price Reference）を設定しており、価格は、海外炭よりも安価である。
こうしたエネルギー補助金がもたらす弊害は大きい。エネルギーの浪費、エネルギー産業
の投資や技術開発インセンティブの減退に加え、エネルギー産業の公正な競争を妨げたり、
汚職の温床になることも懸念される。政府の財政には大きな負担になっており、分配上の不
平等も大きい。2008年時点のCoordinating Ministry of Economic Affairsの調査では、所得
分布の上位40％が、エネルギー補助金の70％を受け取り、下位40％は補助金の15％しか受け
取っていない。さらに電力に対する補助金では、所得上位層10％が補助金の44％を受け取っ
ている。
2000年に、NDP（National Development Programme）国家開発プログラムは、2004年ま
でに石油補助金廃止を目指したが、石油価格高騰、貧困層拡大で実現は困難になった。その
後も、エネルギー価格の引き上げ（補助金削減）に対する国民の反発は根強く、改革の延
期、休止を繰り返している。また改革の影響を受ける貧困層への救済策としては、現金給付
に加え、教育費、食糧品、小規模事業者への融資など様々なものが試みられている。
政府はG20の場で、2011-2014年間に毎年10~15％のエネルギー補助金削減を宣言した。
2013年には、ガソリン価格を44％、軽油価格を22％引き上げた。これは2009年以来となる価
格引き上げである。一方、電力補助金については、具体的な計画は依然として示されていな
い。
3.3　中国
本項では、中国のエネルギー価格のうち、Hang and Tu ［2007］，IEEJ （The Institute of 
Energy Economics Japan：日本エネルギー経済研究所） ［2011］ 他を参考に中国におけるエ
ネルギー価格制度改革について整理する。
現在までのところ、石炭価格は自由化が完了し、石油価格の自由化は漸次進んでいる。電
力、天然ガス価格の自由化は、その途上にあるが、エネルギー補助金支出の規模は依然とし
て大きい。Lin and Jiang ［2011］の推計によれば、2007年時点でのエネルギー補助金額は、
石炭532億元、ガソリン773億元、軽油（自動車用含む）946億元、燃料油172億元、天然ガス
381億元、電力764億元、合計は3,567億元でGDPの1.43％を占めると推計されている。
Hang and Tu ［2007］ の整理によれば、中国のエネルギー価格制度の改革は、1980年代に
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開始されて以降、漸次進められている。な
かでも石炭価格は比較的早く自由化が進ん
だ。1967年時点では、石炭は生産コストの
約半値で供給されていたが、1996年に完全
自由化された。
石油製品については、1981年までは価格
統制下にあったが、翌年から割り当て生産
量超過分は市場価格で取引できる二重価格
制度が導入された。1985年には、石油の上
流、下流各部門での価格転嫁を認めた。こ
の時、電気料金についてもコスト上昇分の
価格転嫁を認めた。その結果、インフレの激化を招くこととなり、1994年に石油製品価格は
再び価格統制に戻った。
石油製品については、1998年に基準価格制度が導入された。基準価格は、国際石油市場の
製品価格を参考に、定期的に、国家発展改革委員会によって見直される（竹原 ［2007］）。
2001年からは、中国国家発展委員会によって、標準小売価格が設定された。しかし、変動率
が8％以内に抑えられたことや、価格変更には政府判断が入ることから、自動的な調整では
ないため、2007年後半以降の国際原油価格の急騰に対して、この基準価格の変更が追いつか
ず、国内の製品油価格と原油価格との逆転現象による問題が深刻化した。国際水準を下回る
小売価格によって発生する、国内の石油企業の逆ザヤは財政支出で補てんされてきた。
2008年秋以降の国際原油価格の急落は、この乖離幅を是正する好機となった。まず、2009
年に新しい価格制度が導入された。原油バスケット価格の平均価格変化が4％を上回る日数
が営業日連続22日間4を超えた場合、国内石油製品価格が調整される。その際に、原油価格
が1バレル80ドルを下回る場合には、通常の精製マージンを転嫁できるが、80ドルを上回る
と、転嫁できる精製マージンが圧縮されるという仕組みである。
また、中国国務院は、2008年12月18日に「石油製品価格と税制の改革に関する通知」を公
布した。それによると、2009年1月1日から、道路整備費として車体ごとに課税される養路費
を廃止し、代わりに、現行のガソリンにかかる消費税をそれまでより1ℓあたり0.8元高い1
元に、自動車用軽油にかかる消費税を1ℓあたり0.7元高い0.8元に引き上げた。この措置によ
って、国際石油価格が上昇したときに、走行距離に応じた負担感が増すことから、省エネ効
果も期待されている。
中国の天然ガス価格は、依然として政府の統制下にある。竹原 ［2009］ によれば、2007年
時点での国内卸売価格は、欧州や日本の約半分以下に抑えられている。近年、中国国内の天
然ガス需要は急増しており、国内の天然ガス生産力を増強するためには、価格自由化による
表3　中国のエネルギー価格制度改革の年表
出所：Hang and Tu（2007），IEEJ（2011）
より作成
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投資インセンティブの向上が不可欠である。このため中国政府は、まず産業用の天然ガス価
格の自由化を加速する考えである。
3.4　インド
本項では、Hang and Tu ［2007］，IEEJ ［2011］ 他を参考にインドにおけるエネルギー価
格制度改革について整理する。インドではエネルギー価格制度の改革は遅れており、国際エ
ネルギー価格上昇に伴う補助金支出のための財政負担の急増に悩んでいる。その規模は、
2010年度のガソリン、軽油、灯油、LPGの合計で170億ドル、GDPの1.07％に相当する。医
療、教育への政府支出がそれぞれGDPの1.27、2.98％であることと比較しても大きな負担で
あることがわかる（IISD ［2012b］）。
IEEJ ［2011］ によれば、インドでは、1976年に開始したコストベースの価格決定方式であ
るAPM（Administered Pricing Mechanism）という価格制度の下で、石油価格の統制を行
ってきた。この制度は、2002年の石油製品輸入の自由化によって廃止され、同年に、ガソリ
ン、軽油については国際価格との連動性を考慮した価格決定方式が導入されたものの、翌年
には国際価格上昇によって凍結された。2010年にはガソリン価格が自由化されたのに続き、
2013年から軽油の自由化も再び始まった。しかし灯油、LPG価格は依然として規制されてい
る。
化石燃料については、コストベースの価格と規制価格との差である逆ザヤは、インド政府
の補助金で補てんされてきた。これに対し、電力の補助金は、州政府が負担している。イン
ドの主要な電力会社89社の2009-2010年の財務状況の調査によれば、その総コストのうち電
気料金収入で賄えたのは、76％にとどまり、差額は州政府の負担になる。このため、新規電
源の建設も進まず慢性的な電力不足が続いている。UNEP ［2003］ によれば、電力部門で補
助金の恩恵を受けているのは主に農業、家庭部門である。
こうした補助金制度の問題点・弊害と
しては、財政負担の増大のほか、補助金
の入った軽油が改造された使用されてい
る問題や、家庭用のLPGが産業用にも転
用されている問題、安価な農業用の電力
の浪費などの問題が指摘されている。
3.5　韓国
韓国では、石油製品に関しては価格自由化が完了しているものの、石炭、天然ガス、電力
に関しては、消費者保護に加え、産業保護の観点による規制が残されている。本項では、
IEEJ ［2011］, IEA ［2012］ を参考にエネルギー源別の自由化動向を整理する。
表4　インドのエネルギー価格制度改革の年表
出所：IISD（2012b），IEEJ（2011），IEA，
World Energy Outlook2013より作成
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UNEP ［2003］ によると、韓国政府は、
1983年以降、石油製品価格の自由化を開始
し、LPGを除いて1997年に完全自由化を達
成した。今日では、石油製品に関する直接
的補助金はない。石油製品に関しては、税
収確保の目的で多くの課税がなされてい
る。1996年には、輸送用燃料以外で、従価
税である付加価値税が、それまで石油最終
製品に課せられていた固定税率による税に置き換えられた。多くの国と同様に、ガソリンに
最も大きく課税されており、貨物やタクシーに用いられている軽油、LPGは相対的に優遇さ
れている。
表5に沿って石油製品価格の自由化の経緯をみてみたい。1983年以降、製品別に徐々に自
由化が進んでいたが、1994年に石油製品価格の全面自由化に備えるために、製品価格の油価
連動制が導入された。1997年のアジア通貨危機を契機に、韓国は大規模な経済構造改革を行
った。特に、1997年に、ガソリン、灯油、軽油、重油について国内価格と製品の輸出入の自
由化が行われ、シンガポールスポット市場の指標価格MOPS5（Mean of Platt’s Singapore）
に連動するようになった。当初は月単位の連動であったが、2007年以降、日単位で連動する
ようになった。さらに、2008年の原油価格高騰以降、原油輸入関税の引き下げ（3％から1
％）、備蓄義務、登録資格要件の緩和、水平取引の解禁などが行われた。
これら自由化されている石油製品価格に関して、IEA［2012］は、市場価格の決まり方の
不透明性を指摘している。2007年第4四半期から2009年の第1四半期にかけて、韓国政府は、
国際価格高騰に合わせて、ガソリン、軽油の税率を下げることで税込み価格の急騰を抑えて
調整したことを挙げている。また、国内の4つの石油精製企業は、価格高騰時に「自主的に」
小売価格を引き下げて価格高騰を吸収した可能性があるとして、これも市場の不透明性の一
因になっていると指摘している。
韓国の天然ガス輸入、国内供給はKOGAS （Korea Gas Corporation） が一手に担っている。
産業用のガスの顧客からの費用回収は、3割相当であるのに対し、それ以外の顧客からの費
用回収は8割で、業務用や家庭用では100％を超えている。これについてUNEP ［2003］ は、
産業部門以外から産業部門への内部相互補助の存在を指摘している。
電力価格は、総括原価方式で、コストに一定の利益を加えた料金が認められているもの
の、コストに含められない省エネ促進などの公共サービスに関するコストがかさんでおり、
電力会社は全てのコストを回収できていない状況が続いている。こうした公共サービス関連
の費用は年間で5~6.7億ドルに上り、政府が補てんしている（UNEP ［2003］）。燃料価格の高
騰や電源開発費の増大を反映し、電気料金は2013年1月までに合計8回の値上げが実施された
表5　韓国のエネルギー価格制度改革の年表
出所：IEEJ（2011），IEA（2012）より作成
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（海外電力調査委員会「韓国」）。しかし、いずれも政府の介入によって値上げ幅が小幅に抑
えられており、2008年以降、KEPCO （Korean Electric Power Cooperation） は赤字計上を
強いられている。政府は、燃料価格高騰や為替変動によるコスト上昇を小売料金に反映すべ
く、電気料金への燃料費調整制度の導入を予定している。
顧客間での相互補助も電力部門の抱える問題の一つである。IEA ［2012］ より、料金によ
るコスト回収比率は2010年で90.2％であったものの、部門間での相互補助が大きく、部門間
のコスト負担の公平性が問題である。業務用の顧客や学校は、平均して供給コスト以上の費
用を負担している。一方で、産業用の顧客は費用の96％、農林水産業では48％の負担にとど
まっている。適正な価格付けがないままでは、電源投資へのインセンティブが不足すること
が懸念される。
都市ガス価格は、コストを積み上げて算出されているが、変動幅は3％以内に抑えられて
おり、自治体の認可が必要である。IEA ［2012］ によれば、原料となるLNG価格は、原油価
格にリンクしており、原油価格高騰時の急上昇を避けるために、政府による価格介入も行わ
れている。
3.6　台湾
本項では、IEEJ ［2011］ を参考に、台湾におけるエネルギー価格制度改革の状況を整理す
る。
台湾では、石油製品市場の安定化を目的に、ガソリン、軽油の値上げ幅を制限する上限価
格制度が1993年に導入された。一旦は、自由化をきっかけに、2000年に上限価格を廃止した
ものの、その後の原油価格の高騰で、再び、2005年に価格介入が再開された。その後、2008
年に、Action Plan for Stabilizing Current Prices政策を導入し、石油製品価格を国際市場に
おける原油価格水準にリンクする方針に転換した。ただし、完全な自由化ではなく、国営石
油会社（CPC）と政府が、その価格上昇分の一部（40％）を負担している。このため、CPC
の経営、および政府の財政は悪化している。
政府は、原油価格高騰への対応として、CPCを通して自動車用燃料価格上昇分の半分を負
担している。さらに原油価格が1バレル120-130ドルに達したときは、価格上昇分の2/3を負
担している。これは大きな財政負担となっており、省エネインセンティブを減じる上に、納
税者からドライバーへの所得移転となるなど負担の不公平の問題が多いことに批判がある。
その後、2012年4月に、政府は2010年末から
16か月間続いていた自動車用燃料への補助を
打ち切ることを発表した。
表6　台湾のエネルギー価格制度改革の年表
出所：IISD（2012b），IEEJ（2011），IEA，
World Energy Outlook2013より作成
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3.7　日本
最後に、日本の戦後の国内エネルギー価
格制度改革について振り返ってみたい。
1967年の「総合エネルギー調査会答申
（抄）」では、日本のエネルギー政策の目標
として、（1）低廉安定供給の確保を掲げ、
さらに、A）一時的に安いのではなく、長期的にみて安いこと、B）国際水準からみて高く
ないこと、c）エネルギー生産コストからみて適正な価格であること、また価格体系が適正
であること、d）各種エネルギーを総合し、全体として安いこと、e）内外の需給動向等に
よってあまり変動しないこと、を挙げており、高度経済成長期には既に、エネルギー価格自
由化を目指す上での基盤となる考え方を持っていたことが確認できる。
しかしながら、戦後の復興期、高度経済成長期、石油ショック、貿易自由化、円高、とい
った経済構造の変化の過程では、エネルギー価格政策においても様々な試行錯誤が続いた。
例えば、通商産業省の1954年の資料（通商産業政策史17巻P374）は、産業用エネルギー需
要において、急速に石油（重油）依存度が高まりつつあることに触れ、石油への過度な依存
は、その供給量が国際情勢に左右される可能性があり危険であるとして、石炭価格の抑制と
石炭需要の喚起による重油消費の抑制政策を提案している。その後、結局、石炭産業の合理
化目標は達成できず、エネルギーの主役は石炭から石油へと交代した。
石油製品輸入は、外貨割り当てによってコントロールされてきたが、1962年に軽油と重油
を除くLPガス、ガソリン、灯油などの石油製品の輸入が自由化された。同時に、石油製品
の国内供給の安定化を図るための石油業法が制定され、供給計画の策定や石油精製業の許
可・届出等に関する規制が定められた。輸入自由化によって石油各社の過当競争が激化した
ため、その防止のために、標準額（第一次標準価格）が、1962年に初めて定められた（ガソ
リンが10,130円／kℓ、C重油が6,800円／kℓで、1966年まで続いた）。このように、日本の
この時期のエネルギー価格政策は、国内エネルギー産業の育成、秩序の維持が主目的であっ
たといえる。
しかし1973年秋の第一次石油危機を契機に、状況は一変した。直後に閣議決定された「石
油緊急対策要綱」の内容では、石油・電力の10％消費節減、便乗値上げの取締りなどが含ま
れている。特に産業部門の大口需要家の消費抑制に重点がおかれた。また、資源エネルギー
庁は、「家庭用灯油の安定供給を図るための緊急対策について」という通達で、家庭用の灯
油の小売価格（中味価格）を（380円／18ℓ缶（店頭））に抑制するよう行政指導を行った。
さらに物価の暴騰を抑えるために、政府は一時、石油製品元売り価格を1973年末の水準で
凍結する行政指導を行った。この措置は1974年8月で解除されたが、その後の需要低迷下で
石油各社は自力での逆ザヤの解消が難しかったため、石油業法による標準額が再び設定され
表7　日本のエネルギー価格制度改革の年表
出所：IISD（2012b），IEEJ（2011），IEA，
World Energy Outlook2013より作成
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（第二次標準額：1kℓ当たりガソリンが53,700円、ナフサが29,700円、C重油（硫黄分3％）
が29,700円、C重油（硫黄分0.3％）が21,900円）、1976年5月に本標準額は撤廃された。
しかし、石油業法で石油会社に義務付けられた石油供給計画の提出を通じて、原油処理
枠、ガソリン生産枠、重油の輸入枠の設定、ガソリン、中間留分の輸入禁止といった量的な
コントロールは続けられた。これによって、第2次標準額が撤廃された後も、ガソリンの独
歩高、およびその他の石油製品の相対的な安価傾向を特徴とする価格体系は長期にわたって
維持され続けた。これをIEAのEnergy Prices and Taxes　の2010年のデータで確認すると、
暖房油、自動車用軽油、産業用の重油の税込末端価格は、OECD平均価格並みであるのに対
し、ガソリンの税込末端価格は、OECD平均の1.7倍前後と割高であった。
その後、1985年のプラザ合意以降の円高を背景に、石油製品輸入の拡大を図る必要性が高
まった。これに対応して予想される石油製品の輸入急増に備えて、国内の石油製品の安定供
給を維持する目的で、貯油・品質調整・輸入量変動への対応能力を持つ業者にのみ輸入を許
可する「特定石油製品輸入暫定措置法（特石法）」が1986年に施行された。
しかし、石油危機以降の日本では、脱石油の流れは止まらず、石油産業は大幅な構造改革
を迫られる中で、石油産業に対する規制緩和が求められるようになった。1996年に特石法が、
2001年12月末に石油業法が廃止されたことで、石油産業の自由化は完了した。1996年の特石
法の廃止によって、ガソリンを中心とする製品輸入が増加し、ガソリン独歩高をもたらして
きた第2次標準額設定以降の価格体系の維持は困難になり、市場動向を反映した価格体系へ
と移行していくことになった。
以上の日本の経験からどのような示唆が得られるであろうか。石油危機以前とはいえ、戦
後復興期の厳しい外貨制約の下にあった日本にとって、石油は高価なエネルギーであった。
国内炭も決して安いエネルギーではなかった。高度経済成長期の最初から、日本の産業にと
ってエネルギーの節約は、大前提であった。従って、石油危機時に突然に対応したのではな
く、省エネに対する準備は既にできていたと考えるべきであろう。この点において、現在、
エネルギー補助金の削減に悩む途上国の多くは、現在、あるいはかつて産油・産ガス国であ
った。輸入原油価格の高騰に直面したとき、省資源国である日本で可能であった対応が、こ
れら途上国でも同様に実現可能であると考えるべきではないのかもしれない。
参考になる点は、直接的な価格への介入は、最小限かつ、短期間に限られたことである。
日本でも石油危機直後に、国民生活安定緊急措置法によって、石油製品価格の凍結といった
強硬措置がとられた。しかし、2年ほどで正常化し長く続くことはなかった。また、日本で
は消費者に対する直接の補助金制度がなかったことも、自由化を容易にした点だと考えられ
る。特に貧富の格差が大きな途上国では、消費者補助金の削減は、即、政治問題に発展する
傾向にある。民主化を進めた成熟した国家になることが、エネルギー価格補助金改革成功の
試金石かもしれない。
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ただし、日本において目に見える価格介入はなくても、生産、輸入量に関する様々な行政
指導を通じた、目に見えない介入は長く続いた（小島 ［2000］）。その結果、ガソリンの独歩
高とその他石油製品の相対的な安値という価格構造は1990年代半ばまで維持された。相対的
に安価な製品価格であっても、国際的なリファレンス価格を下回る水準でなければ、絶対的
な補助金の存在までは指摘できない。しかし、製品間の価格の歪みが、非輸送部門における
石油製品消費に、よりエネルギー消費的な方向への影響を及ぼした可能性は否定できない。
4．各国のエネルギー価格制度改革の比較と課題
以下では、これまで見てきた各国の事例を比較・整理したい。Clements他 ［2014］では、
各国のエネルギー補助金制度の改革事例を、「成功：補助金の削減が持続的である」、「一部
成功：少なくとも1年以上にわたって補助金削減が行われたものの、再び補助金支出が行わ
れた、あるいは、引き続き補助金削減が政治的issueであり続けている」、「失敗：価格上昇
や省エネ努力が、補助金改革直後に、後退してしまう」、の3つに分けて整理している。これ
に、「補助金制度改革が未着手あるいは、極めて初期段階にある」を加える。
アジア途上国、日本、中国、韓国、台湾、インドネシア、タイ、インドについて整理す
る。これらの国のエネルギー源別に、エネルギー補助金改革の成否を「成功」○、「一部成
功」△、失敗「×」、未着手・初期段階「▲」で評価すると、下表のとおりである。なお、
資料が得られず不明な場合には、「─」としている。
表8　各国のエネルギー価格制度改革の進捗状況
出所：著者作成
表8から、石油製品に関しては、いずれの国も既に改革に着手していることが確認できる。
これに対して、ガスおよび電力の改革は遅れる傾向にあることがわかる。石油製品は国際市
場が最も発達した流動性の高いエネルギー源であると同時に、価格変動幅は非常に大きい。
国際価格が急騰している中で低い国内価格を維持し続けることは、財政に大きな負担を強い
ることが最大の理由である。しかし、日本、韓国を除く、表で上げた国のすべてにおいて、
石油製品価格に対する政府介入は続いている。特にタイ、インドネシア、インドでは、何度
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も規制緩和と逆戻りを、一進一退で繰り返している。この背景には、国内の価格引き上げに
対する反対世論があるため、補助金制度改革が政治問題化しやすいという事情がある。
次に表9は、いくつかの国で行われている燃料価格メカニズムの実例である。多くの途上
国では、価格を完全に自由化し、国際価格と連動させる前段階として、一定の価格メカニズ
ムを用いることで、急激な価格変動の影響を和らげる試みを行っていることがわかる。
表9　各国の石油製品価格決定方式の実例
出所：IISD ［2012a, 2013］ より作成
5.　考察
高度経済成長期の日本においては、国内の石炭、石油産業保護の撤廃は、低廉な石油製
品、輸入炭の流入による国内価格の低下を促すが、その一方で国内の石炭・石油産業への影
響をどのように緩和するか、に大きな論点があった。また、欧州においては、補助金によっ
て、国内の石炭産業を保護し、同時に安価な利用を可能にすることが、それを投入する国内
製造業の間接的な保護につながる反面で、欧州域内の国際競争を歪めるという論点であった
（島田 ［2004］）。これに対して、現在の途上国におけるエネルギー補助金制度改革の議論は、
財政に大きな負担となっている手厚い消費者への補助金を、いかに痛みを少なく撤廃し、国
内価格の上昇をエネルギー利用効率の向上につなげていくか、が重要な論点である。
既に多くの途上国で補助金改革の必要性は認識されている。しかし、燃料価格が高騰して
いる状況下では、改革の困難さも増しており、2004年以降の価格高騰によって、各国の補助
金支出も急増した。多くの途上国に共通してみられたパターンは、補助金改革に着手したも
のの、燃料価格高騰によって、その改革を凍結あるいは改革以前に戻ってしまうというもの
である。
タイのように数年前に改革に着手した国では、現状では依然として市場への介入が続いて
いる。国内価格を国際価格とリンクさせた国の中には、臨時的措置として、価格を据え置
き、その後、大変な財政負担を背負っている国もある。例えば、中国では、2008年の国際燃
料価格低下を、国内価格水準引き上げの好機ととらえ、新しく国際市場との連動性を高めた
石油製品価格決定方式の導入や、燃料に掛かる消費税率の引き上げを行っている。これに対
途上国におけるエネルギー価格制度改革の現状と課題
― 247 ―
してインドネシアでは、2008年の国際燃料価格低下に合わせて、国内の石油製品価格を引き
下げている。このように、国際燃料価格低下時にどのような政策がとられるかも、補助金改
革の成否を分ける一つといえる。
2000年代以降に起こっている国際燃料価格の高騰は、地政学要因に起因する短期間の価格
スパイクではなく、長期的な価格上昇である。このような状況に対処するにあたっては、基
金や財政に頼った一時的な価格補てんではなく、省エネなど、より息の長い取り組みが有効
である。それぞれの国情に応じたスケジュールと方法によって、エネルギー価格の適正化を
進めていくことで、省エネ型の社会・経済への転換を進めていくことが求められている。そ
の際には、ここで見てきたような、各国の取り組みの状況とその結果を繰り返しレビューし
ていく作業がその一助となると考える。
1 Deutsche Gesellschaft fur Internationale Zusammenarbeit（GIZ）ドイツ政府の持続的
開発に関する国際協力に携わるコンサル企業
2 IEAのEnergy Prices and Taxes の「Light Fuel Oil」で主に暖房用の軽質油をさす。
3 これは、先に挙げたIISDによる電力部門での補助金総額の推計値166億バーツの10倍以
上である。この差は、課税・補助金を含まないリファレンス価格の推計の難しさがあ
る。
4 2013年から22日が10日に緩められた。
5 石油価格情報会社プラッツ（Platt’s）が発表するシンガポール市場での石油製品価格の
平均値。
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Abstract
This paper reviews the current situation and challenges of energy pricing regulations 
reform undergoing in developing Asian countries. Along with economic growth, energy 
demand increases rapidly in Asia. For these developing nations, keeping domestic energy 
price affordable is one of the most important policy agendas. In order to do this, in many 
developing countries, the energy subsidies for consumers are paid by governments under 
energy pricing regulation. After the late 2000s, the skyrocketing international energy price 
expands the price difference between international price and domestic price. This causes 
increase of fiscal burden of governments. Although the necessity of the energy pricing 
regulations reform is recognized, it is politically difficult to realize it in many developing 
countries such as Thailand and Indonesia. It often faces strong resistance by the people. On 
the other hand, there are countries which succeed in cutting energy consumption subsidies. 
In China, they effectively used the timing of international oil price declines in 2008 to 2009. 
They did not cut the domestic oil price when the international oil price decreased, and the 
gap of domestic price and the international price reduced. After the oil crisis, also in Japan, 
the oil products prices are once frozen by the government. However it was tentative action 
and did not last more than two years. The price regulation reform should be designed so 
as to suit the actual situation of each developing country.
Current Situation and Challenges of Energy Pricing 
Regulation Reform in Developing countries
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